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要　旨
　本研究の目的は、バイヤー・サプライヤー間などで組織の境界を越えて活用される品質原
価計算に関する論点を考察することである。このような、組織の境界を越えて活用される品
質原価計算を、組織間品質原価計算と呼称する。論点としては主に、組織間のパワー関係が
組織間品質原価計算に与える影響について分析を行う。また、組織間品質原価計算の考察の
際に、組織間管理会計の知見を援用する点が本研究の特徴である。考察を行った結果として、
組織間品質原価計算は製造業のバイヤーにとって普遍的に実施可能であることと、バイヤー
がサプライヤーとの間で活用する品質原価計算のアプローチを適切に選択することによっ
て、品質原価計算活用の際に相乗効果が生じることを示す。その上で、組織間品質原価計算
の全体像を示す。
1.　はじめに
　製造業にとって、製品の品質を向上させることは競争優位のために重要である。しかし、
製品の品質は購入部品によっても影響を受けるので、企業単独での品質改善には限界がある。
　このような状況において、一部の企業は品質原価計算をバイヤー・サプライヤー間で活用
している。また、バイヤー・サプライヤー間における品質原価計算の活用が管理会計研究の
対象にもなっている（Winchell, 1986; 伊藤, 2005 など）。
　バイヤー・サプライヤー間での品質原価計算の活用は、製造業がサプライチェーン全体を
通しての品質改善を行う際に、大きな助けとなることが期待される。その理由として、バイ
ヤーにとってサプライヤーから購入する部品に関連する品質原価が大きな問題となっている
ことが指摘できる。この点に関して、Winchell（1986）は、バイヤーにとってサプライヤー
関連の品質原価は巨額であり、製品の最終価格の 10％から 20％を占めることがあるかもし
れないと主張している（p.369）。
　このようにサプライヤーの部品の品質がバイヤーにとって大きな問題であり、バイヤーが
品質原価の削減を行うためには、サプライヤーの品質問題に対処する必要がある。この点に
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関して伊藤（2005）は、製品の品質はバイヤーの製造や設計のプロセスだけでなく、サプ
ライヤーを通じて提供される部品や素材に大きく影響されるので、バイヤーが品質不良の予
防や品質原価低減を行っていくためには、サプライヤーに注目する必要があると主張してい
る（p.152）。視点を拡大すれば、サプライヤーの品質問題に対処し、サプライチェーン全体
で品質原価の削減を目指すために、バイヤーはサプライヤーとの間で品質原価計算を活用で
きると推測される。実際、Castillo-Villar, Smith and Simonton（2010）は、サプライチェー
ンに品質原価計算を組み込むことにより、サプライチェーンを品質原価について考慮しつつ
最適化することができると主張している（p.5）。
　しかし、バイヤー・サプライヤー間における品質原価計算の研究は、個別の議論は存在し
ていたが、そのような議論が体系化されて整理されているような状況ではなかった。
　加えて、組織間管理会計研究においても、品質原価計算を取り上げた研究が存在していな
かった。組織間管理会計研究とは、日本の原価企画のようなバイヤー・サプライヤー間にお
ける管理会計実務を発端として、海外で成立した管理会計の研究領域である。そして、組織
の境界を越えた管理会計の活用が、組織間管理会計研究の研究対象となっている。組織間管
理会計研究においては、組織間で管理会計がどのように活用されるのかについての知見が蓄
積されているため、組織間管理会計研究の知見を援用することで、バイヤー・サプライヤー
間における品質原価計算の活用について効果的な検討が可能になると期待される。しかし、
組織間管理会計研究において議論されている管理会計手法は少なく、品質原価計算も組織間
管理会計研究において議論されていない管理会計手法の一つであった。
　品質原価計算について、このような背景が存在する中、関（2014）は、品質原価計算の
バイヤー・サプライヤー間での活用について先行文献のレビューを行った。そして、バイ
ヤー・サプライヤー間での品質原価計算の活用に、5 種類の類型が存在することなどを明ら
かにした。その上で、組織間管理会計の知見を援用しつつ、バイヤー・サプライヤー間にお
ける品質原価計算の活用について分析した（pp.209-226）。しかし、組織間での品質原価計
算については、未だに議論が不十分な点が残っている。
　特に、関（2014）でも言及があるように、バイヤー・サプライヤー間で品質原価計算を
活用する際に、組織間のパワー関係がどのような影響を与えるかが、未検討となっている。
また、それ以外にも 5 種類の品質原価計算の活用類型にどのような相互作用があるのかにつ
いても不明なままである（p.225）。よって、単に組織間での品質原価計算の活用類型が個別
に示されているだけで、実務においてバイヤーがサプライヤーにどのように品質原価計算を
活用するかについての、全体像を示すことができていない。特に、パワー関係に関しては、
組織間関係において非常に重要な要素であると想定されるため、組織間品質原価計算に与え
る影響を早急に明らかにする必要がある。
　本研究においては、上記の課題を解決するために、バイヤー・サプライヤー間における品
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質原価計算の活用を「組織間品質原価計算」というフレームワークを設定して検討する。特
に、関（2014）に示されている組織間における品質原価計算の類型と、組織間管理会計と
の関連についての議論を拡張し、組織間のパワー関係や、組織間品質原価計算の類型毎の相
互関係について考察を行う。そして結論として、どのようなバイヤー・サプライヤー関係が
成立していても、何らかの形でバイヤーには組織間品質原価計算の活用余地があることを示
す。その上で、組織間のパワー関係と、類型毎の相互関係を踏まえた、組織間品質原価計算
の全体像を示す。
　本研究ではまず、第 2 節で組織間品質原価計算について、関（2014）に基づいて、その 5
種類の類型の体系と概要を示す。そして、第 3 節では、関（2014）などの先行研究を踏まえ、
組織間品質原価計算について論点を指摘し、指摘した論点の考察を行う。その上で、第 4 節
では本研究のまとめを行う。
2.　組織間品質原価計算研究の概況
2.1.　バイヤー・サプライヤー間における品質原価計算の活用
　品質原価計算は、企業の品質問題を貨幣的に評価するための管理会計手法である。品質問
題の貨幣的評価の指標として、品質原価が用いられる。具体的には、品質原価には品質問題
の予防や評価のための費用や、品質問題が生じた結果として発生する損失が含まれる。
　このような管理会計手法である、品質原価計算について、バイヤー・サプライヤー間にお
ける活用が議論されている。そこで、バイヤー・サプライヤー間での品質原価計算の活用を、
組織間品質原価計算と呼ぶことにする。もっとも、過去においては明確な形で組織間品質原
価計算と位置づけられるような体系的な研究は識別できなかった。そこにあっては、管理会
計手法としての狭義の品質原価計算が、あるいは品質情報と原価情報が何らかの形で結びつ
いた広義の品質原価情報がバイヤー・サプライヤー間においてコントロールや協調のために
活用されている状況が断片的に議論されているに過ぎなかった。このような品質原価計算研
究の状況を踏まえ、関（2014）では、品質原価計算の組織間での活用についての断片的な
議論をつなぎ合わせるための試みが行われてはいたものの、フレームワークを提示するまで
には至っていない。
　本研究では、これら先行研究を組織間品質原価計算という新しいフレームワークのもとで
再検討する。そして、当該フレームワークにあたる組織間品質原価計算を、「協調やコント
ロールを目的として、バイヤーがサプライヤーに対して品質原価計算システムや品質原価情
報を活用すること」と定義する。これに補足して、本研究で議論する品質原価計算システム
とは、管理会計手法としての狭義の品質原価計算であるとする。さらに、品質原価情報は、
何らかの方法で品質を貨幣的に評価した広義の意味での品質原価情報であり、必ずしも管理
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会計手法としての品質原価計算に基づくものとは限定されないとする。このように定義を定
める理由は以下のとおりである。組織間品質原価計算はバイヤーがサプライヤーの品質問題
をコントロールするために、もしくは品質問題に対して協力関係を築くために実施するもの
である。そのため、組織間品質原価計算は「協調やコントロールを目的」とするものになる。
また、バイヤーは必ずしもサプライヤーに対して管理会計手法としての品質原価計算を直接
的に活用するわけではなく、品質原価計算の実施などによって得た品質原価情報に基づい
て、サプライヤーに対して働きかけることもある。そのため、バイヤーがサプライヤーに対
して「品質原価計算システムや品質原価情報を活用する」ことになる。
2.2.　組織間品質原価計算の類型
　関（2014）では、組織間での品質原価計算の活用について 5 つの類型が考案されている。
具体的には、それは「導入要求型」、「改善要求型」、「協働改善型」、「購買選択型」および「改
善補助型」という体系である。それぞれの類型の詳細は関（2014）に譲るが、本研究でも
この類型に基づいて議論を行っていくため、組織間品質原価計算の論点を議論する前提とし
て、それぞれの類型の特徴を示す。
（1）　導入要求型
　導入要求型は、バイヤーがサプライヤーに対して品質原価計算の導入を要求するような類
型である。関（2014）では、以下のような説明がされている。バイヤーがサプライヤーに
対して品質原価計算の導入を要求した場合、サプライヤー側が要求を受け入れれば品質原価
計算が導入される。そして、サプライヤー側では品質原価計算導入の結果として、製造部品
の品質の向上や品質原価の削減が行われる。サプライヤーからの購入部品の品質が向上すれ
ば、バイヤー側でも品質の向上や品質原価の削減につながる。このようにして、サプライ
チェーン全体を通しての品質原価削減につながることになる。導入要求型に関する先行文献
は、Winchell（1986）、伊藤（2005）などである（関, 2014, pp.214-125）。
（2）　改善要求型
　改善要求型は、バイヤー側での品質原価情報に基づいて、バイヤーがサプライヤーに対し
て品質改善を要求するような類型である。関（2014）では、以下のような説明がされている。
バイヤーの工場において、サプライヤー部品由来の品質原価がどのように発生しているかを
把握することにより、サプライヤーがどのような品質改善を行えばバイヤーにおける品質原
価が削減されるのかを推測できる。そのため、品質原価情報を参照しなかった時よりも、バ
イヤーはサプライヤーに対する品質改善の要求を適切に行うことができる（関, 2014, 
pp.215）。
（3）　協働改善型
　協働改善型は、バイヤーとサプライヤーが両者間で品質原価情報を共有し、それに基づい
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て一致協力して品質改善を行っていくような類型である。関（2014）では、以下のような
説明がされている。バイヤーとサプライヤーがそれぞれ単独で品質改善や品質原価削減を行
うのではなく、協働して品質問題の対策を行っていくことで、効果的に品質原価を削減する
ことが可能となる。協働改善型に関係する先行文献としては、伊藤（2005）などがある。（関, 
2014, pp.215-216）。
（4）　購買選択型
　購買選択型は、バイヤーがサプライヤーの品質原価を一方的に見積もった上で、品質原価
情報に基づいたサプライヤーの選択を行うような類型である。関（2014）では、以下のよ
うな説明がされている。バイヤーは、サプライヤー由来の品質原価の規模や内容をサプライ
ヤー選択の基準の 1 つとして含めることで、単に価格が安いというだけで業者を選ぶのでは
なく、トータルコストが最小となるような形でサプライヤーを選択することが可能となる。
　購買選択型に関係する先行研究としては、Winchell（1986）、O’Guin（1991）、Carr and 
Ittner（1992）、ASQ Quality Costs Committee（1999）、Chen and Yang（2004）、Ramud-
hin, Alzaman and Bulgak（2008）、Srivastava（2008）、Alzaman, Ramudhin and Bulgak
（2009）、Castillo-Villar, Smith and Simonton（2011）などがある（関, 2014, p.216）。
（5）　改善補助型
　改善補助型は、バイヤーがサプライヤーの品質原価を見積もった上で、この情報に基づい
てサプライヤーの品質改善の支援を行うような類型である。関（2014）では、以下のよう
な説明がされている。バイヤーの品質原価を削減するためにはサプライヤーにおける品質改
善が必要だが、どうしてもサプライヤーが独自に品質改善を行うことが難しい場合が想定さ
れる。そのような場合に、バイヤーがサプライヤー由来の品質原価を見積もって問題点を認
識した後に、その問題点を解決するような品質改善の支援を行うことで、サプライチェーン
全体を通しての品質原価が削減されることが期待される。この改善補助型に関係する先行研
究としては、Winchell（1986）、Ramudhin, Alzaman and Bulgak（2008）などがある（関, 
2014, pp.216-217）。
　このような、関（2014）において示されている、組織間品質原価計算の各々の類型であ
るが、「協調やコントロールを目的として、バイヤーがサプライヤーに対して品質原価計算
システムや品質原価情報を活用すること」という本研究で定めた組織間品質原価計算の定義
に合致するものとなる。
3.　組織間品質原価計算の新たな論点
3.1.　先行研究の議論とその限界
　組織間における品質原価計算の活用については、先述したような 5 種類の類型毎に、関
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（2014）で組織間管理会計と関連させた考察が行われている。組織間管理会計とは、組織の
境界を越えた管理会計を対象とする、管理会計の研究領域である。たとえば、窪田（2005）
において、実務における企業間のコラボレーションなどの組織間マネジメントをあつかう管
理会計が組織間管理会計であり、そういった組織間マネジメントに注目して、管理会計の機
能や役割を検討するような研究が組織間管理会計研究であると説明されている（p.165）。
　関（2014）では、このような組織間管理会計研究の論点として、「情報共有」、「信頼」お
よび「コントロール」の 3 点を指摘している（p.217）。組織間管理会計研究における「情報
共有」については、組織間における管理会計情報の共有のされ方や、その効果が論点となり、
たとえば Cooper and Slagmulder（1999）などの先行研究がある。「信頼」については、管理
会計を通じた組織間における信頼関係の形成や、信頼関係が組織間での管理会計手法に与え
る影響が論点となり、たとえば Cooper and Slagmulder（1999）などの先行研究がある。「コ
ントロール」については、組織間におけるその構造が管理会計手法に対してどのような影響
を及ぼすかが論点となり、たとえば窪田（2008）や Van der Meer-Kooistra and Vosselman
（2000）などの先行研究がある。
　その上で、関は組織間管理会計の 3 つの論点と、第 2 節で述べたような組織間品質原価
計算の類型との関係について議論を行っている。その結果として、以下の図表 1 のような結
果が導かれている。
図表 1：品質原価計算と組織間管理会計の関係性
情報共有の必要性 信頼の必要性 適合する組織間コントロール
導入要求型 無 無 市場・官僚制・信頼
改善要求型 有（バイヤー→サプライヤー） 有 官僚制・信頼
協働改善型 有（相互） 有 信頼
購買選択型 無 無 市場
改善補助型 無 有 信頼
出典：関（2014, p.211）
　しかし、このような議論には未だに限界が残っている。関（2014）においても、品質原
価計算に関する全体的な課題として、組織間のパワー関係についての検討の不足や、類型毎
の相互関係についての検討の不足が指摘されている（p.225）。それ以外にも、個別の類型に
ついて、それぞれ固有の課題が指摘されている。そこで、本研究ではそのような、組織間品
質原価計算の先行研究の限界に対して、新たな論点を検討していく。
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3.2.　組織間のパワー関係
（1）　パワー関係の重要性
　上述の通り、関（2014）では組織間関係を考える上で、「情報共有」、「信頼」および「コ
ントロール」といった組織間管理会計の主要論点以外にも、組織間のパワー関係も重要な要
素となることが指摘されている（p.225）。しかし、その理由について詳細な記述が行われて
いるわけではない。そこで、本研究で改めて、何故パワー関係が重要なのかを示す。組織間
関係において、パワー関係が重要なのは、バイヤーにとっては、サプライヤーとのパワー関
係の強弱によって、彼らに対してどのようなコントロール手段を取ることができるかが決定
されるからである。パワーの強いバイヤーであれば一般に、サプライヤーに対して多様な、
場合によっては強硬なアプローチで働きかけることが可能であることが想定される。その一
方で、パワーの弱いバイヤーであれば、サプライヤーに対して実施することのできる働きか
けの手段は、少なくともパワーが強い場合に比べると限定された、穏健なものになることが
想定される。そのため、前項の図表で示したような組織間品質原価計算の 5 種類の類型と、
組織間管理会計の論点である「情報共有」、「信頼」および「コントロール」の関連について
の分析に、バイヤー・サプライヤー間のパワー関係を加えて整理を行う必要がある。
（2）　先行研究
　多くのサプライチェーンにおいては、バイヤーとサプライヤーのパワーを比較すると、バ
イヤーのパワーの方が強いと想定できる。その場合、バイヤーがそのパワーを行使すること
によって、多様な組織間品質原価計算の類型を使いこなすことができると推測できる。一方
で、サプライヤーが、特定の部品などに関して業界で独占的地位を築いていて、バイヤーの
パワーがサプライヤーよりも弱い可能性も想定できる。その場合、バイヤーはパワーを行使
できないため、組織間品質原価計算の類型は限定的にしか活用することができないと推測で
きる。このような推測が妥当かどうかを検証する上で、組織間のコントロールとパワー関係
について検討している Donada and Nogatchewsky（2006）に基づいた考察を行う。Donada 
and Nogatchewsky の論文に基づいた考察を行う理由は、彼らが関（2014）において、組織
間の「コントロール」のフレームワークとして活用されている Van der Meer-Kooistra and 
Vosselman（2000）を踏まえて、パワー関係の分析を行っているためである。
　まずは、Van der Meer-Kooistra and Vosselman（2000）における、組織間コントロールの
フレームワークを簡潔に示す。彼らは、組織間コントロールを「市場ベース」、「官僚制ベー
ス」および「信頼ベース」の3種類に分類している。市場ベースは市場取引によるコントロー
ルである。官僚制ベースは契約のルールなどによって固められた、企業間の階層的な関係に
よるコントロールである。信頼ベースは、相互依存性などに由来する信頼関係に基づくコン
トロールである（pp.52-61）。
　そして、Donada and Nogatchewsky（2006）では、Van der Meer-Kooistra and Vosselman
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（2000）の議論を基にバイヤー・サプライヤー間におけるコントロールに関して、特に両者
のパワー関係が非対称的である場合に限定したケーススタディを行っている。
　その結果、バイヤー側のパワーが強い状況においては、バイヤーは主に市場ベースのコン
トロールを用いつつも、官僚制ベースや信頼ベースのコントロールも使い分けていることが
判明している。他方、バイヤー側のパワーが弱い状況においては、バイヤーはフォーマルな
コントロールを行うことが難しく、主に信頼ベースのコントロールが活用されると示されて
いる（pp.261-284）。
　これによれば、バイヤー・サプライヤー間のパワー関係に応じて、活用可能な組織間コン
トロールのタイプは異なることになる。以下、彼らの主張する内容に基づきつつ、バイヤー
とサプライヤーのパワーの強弱に応じた組織間品質原価計算について検討を行う。
（3）　バイヤーのパワーと組織間品質原価計算
　バイヤーのパワーが強い時、彼らによればバイヤーは全てのコントロールが活用できると
いうことである。この時、本節の第 1 項で示した図表におけるコントロールに関する分析を
踏まえると、全てのコントロールが活用可能な場合は、組織間品質原価計算の類型も全て活
用可能となる。バイヤーが市場ベースのコントロールを活用することを選べば、その時は導
入要求型や購買選択型が活用可能である。逆に、バイヤーが信頼ベースのコントロールを活
用することを選べば、導入要求型、改善要求型、協働改善型および改善補助型が活用可能で
ある。そして、バイヤーは市場ベースのコントロールと信頼ベースのコントロールを組み合
わせて活用できるため、最終的に、バイヤーは組織間品質原価計算の 5 つの類型を全て活用
可能であることがわかる。
　バイヤーのパワーが弱い時、彼らによれば、バイヤーは信頼ベースのコントロールだけを
活用できるということである。この時、本節の第 1 項で示した図表におけるコントロールに
関する分析を踏まえると、信頼ベースのコントロールが活用可能な場合は、導入要求型、改
善要求型、協働改善型および改善補助型が活用可能となる。ただし、改善補助型に関しては
補足的な検討が必要になる。確かに、バイヤーの方がサプライヤーよりもパワーが弱かった
としても、バイヤーは信頼ベースのコントロールを行使可能である。そして、改善補助型は
信頼ベースのコントロールにおいて成立するのも事実である。しかし、バイヤーのパワーが
弱い場合、必然的に資本力に関してもバイヤーの方がサプライヤーよりも弱い可能性が高い
ため、バイヤーがサプライヤーに一方的な支援を行う状況は想定しにくい。よって、バイヤー
の方が弱い場合には、改善補助型は実施されないことになる。
　ただし、バイヤーのパワーが弱くとも活用可能な類型である、導入要求型、改善要求型お
よび協働改善型であるが、必ずしもバイヤーのパワーが強い場合と同様に活用できるわけで
はない。たとえば、導入要求型の場合、バイヤーのパワーが強い方が、サプライヤーに対し
て強硬に品質原価計算導入の要求を行うことも可能となる。一方で、バイヤーが弱い場合は、
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サプライヤーに対して品質原価計算の導入を強硬に行うことは難しい。そこで、サプライ
ヤーに品質原価計算のメリットを説明して背中を後押しするなど、穏健なアプローチを行う
ことしかできなくなる。改善要求型や協働改善型についても、やはりバイヤーの方が強い場
合は強硬なアプローチも穏健なアプローチも実施可能であるが、バイヤーの方が弱い場合に
は穏健なアプローチしか実施できないことが推測される。
　こうして、バイヤー・サプライヤー間のパワー関係と組織間品質原価計算との関連に関し
て、バイヤーのパワーが強い場合と、バイヤーのパワーが弱い場合について検討してきた。
しかし、実際にはバイヤーとサプライヤーのパワーは必ずしもどちらかの方が強い、もしく
は弱いということではない。そのため、バイヤーとサプライヤーが対等の、中程度のパワー
関係についても分析を行う。しかし、Donada and Nogatchewsky はパワー関係が中程度の場
合には言及していない。そのため、パワー関係が中程度の場合に関しては、実際に対等なバ
イヤー・サプライヤー間で組織間品質原価計算の各類型が活用される場面を想定して分析を
行う。
　導入要求型だが、バイヤーとサプライヤーのパワーが対等な場合には、バイヤーはサプラ
イヤーに対して強硬に品質原価計算の導入を要求することは難しい。しかし、契約内容の交
渉プロセスにおいて、他の条件とのトレードオフなどを想定しつつも、サプライヤーが品質
原価計算を導入することを契約に盛り込むのは十分可能であると想定できる。次に改善要求
型だが、バイヤーとサプライヤーのパワーが対等な場合には、サプライヤーが製造した部品
の品質問題はサプライヤーに非があるため、ある程度強硬に品質改善の要求ができると想定
される。そして協働改善型だが、バイヤーとサプライヤーのパワーが対等な場合には、バイ
ヤーとサプライヤーの間で合意が形成されれば、対等なパワーのバランスを保ちながら協調
行動を取っていくことが可能だと推測される。更に、購買選択型だが、バイヤーとサプライ
ヤーのパワーが対等な場合は、バイヤーにとってのサプライヤーの重要性の程度が比較的高
い状態であり、バイヤーが一方的にサプライヤーを切り替えるのは難しくなる。最後に改善
補助型だが、バイヤーとサプライヤーのパワーが対等な場合には、確かにバイヤーとサプラ
イヤーが協調行動を取ること自体は可能である。しかし、パワー関係が対等であるというこ
とは、資本力についても大きな差がないことが想定できるため、バイヤーがサプライヤーを
一方的に支援する改善補助型の実施は難しくなる。このように、バイヤーとサプライヤーの
パワーが対等な場合には、導入要求型、改善要求型および協働改善型が実施可能となる。
　このように分析したところ、バイヤーとサプライヤーのパワーが対等な場合に活用可能な
組織間品質原価計算の類型は、バイヤーのパワーが弱い場合と同様の結果になった。ただし
前述したように、組織間のパワー関係が異なると、組織間品質原価計算の同じ類型でも同様
に活用可能とはならない。そのため、活用可能な類型自体は同じでも、その活用のされ方は、
バイヤーとサプライヤーが対等な場合の方が、バイヤーが弱い時よりも強硬なアプローチに
組織間品質原価計算の論点
─ 100 ─
なることが推測される。
　以上、組織間品質原価計算について、バイヤーのパワーが強い場合、弱い場合および対等
な場合について分析を行った。その結果、導入要求型、改善要求型および協働改善型はパワー
関係に関わらず活用可能であるが、購買選択型と改善補助型は、バイヤーの方が強い場合だ
けしか活用できないことがわかった。つまり、導入要求型、改善要求型および協働改善型に
おいてはバイヤーのパワーは不要だが、購買選択型と改善補助型においてはバイヤーのパ
ワーが必要なのである。
（4）　分析結果
　このような、組織間品質原価計算とパワー関係についての分析の結果と、前項の図表で示
したような組織間品質原価計算と組織間管理会計の主要論点との関連を踏まえると、以下の
図表 2 のように関係性を整理可能となる。
図表 2：組織間品質原価計算と情報共有、信頼、コントロール、パワーとの関係
情報共有 信頼関係 組織間コントロール バイヤーのパワー
導入要求型 不要 無関係 市場・官僚制・信頼 不要
改善要求型 必要 必要 官僚制・信頼 不要
協働改善型 必要 必要 信頼 不要
購買選択型 不要 不要 市場 必要
改善補助型 不要 必要 信頼 必要
出典：関（2014, p.211）を元にパワーの項を加え筆者が再整理したもの
　図表2から、組織間品質原価計算は、その類型毎に成立するためのバイヤー・サプライヤー
間の情報共有の状況、信頼関係、コントロール構造およびパワー関係が異なることがわかる。
類型毎に見ていくと、導入要求型については、図表で示したように、特に情報共有は必要と
せず、バイヤーとサプライヤーの信頼関係とは無関係に実施することが可能で、市場ベース、
官僚制ベースおよび信頼ベースの全てのコントロールで活用することが可能ということにな
る。そして、本項で説明したように、実施の際にバイヤーのパワーは特に必要としないこと
になる。改善要求型の場合は、情報共有や信頼関係は必要であり、官僚制ベースもしくは信
頼ベースのコントロールの場合にだけ成立する類型である。そして、バイヤーのパワーは必
ずしも必要としないことになる。協働改善型の場合は、情報共有や信頼関係は必要であり、
信頼ベースのコントロールの場合だけに成立する類型である。そして、バイヤーのパワーは
必ずしも必要としないことになる。購買選択型の場合は、情報共有や信頼関係は不要であり、
市場ベースのコントロールの場合にだけ成立する類型である。そして、バイヤーのパワーは
実施に必要となる。改善補助型については、情報共有は不要だが信頼関係は必要であり、信
頼ベースのコントロールの場合にだけ成立する類型である。そして、バイヤーのパワーは必
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要である。このように、導入要求型から改善補助型までの5種類の類型に関して、情報共有、
信頼関係、組織間コントロールおよびバイヤーのパワーとの関連性が明らかになった。
　特にパワー関係に限定すると、購買選択型と改善補助型はバイヤーのパワーを必要とする
類型であり、バイヤーのパワーが強い場合には、パワーの弱い場合と比べてより多用な組織
間品質原価計算の類型を活用できることがわかる。その一方で、導入要求型、改善要求型お
よび協働改善型はバイヤーのパワーに関わらず実施可能な類型であり、バイヤーのパワーが
弱い場合でも、何らかの方法で組織間品質原価計算を活用可能であることがわかる。
　以上の結論が判明したことによる管理会計実務への貢献は、組織間品質原価計算は、バイ
ヤーのパワーの強弱に関わらず何らかの類型をバイヤーが活用できると示したことにある。
つまり、サプライヤー由来の品質原価に問題を抱えているバイヤーは、たとえサプライヤー
よりも立場が低くパワーが弱い場合でも、組織間品質原価計算を活用することによって何ら
かの品質原価の対策が可能になるという実務上の示唆を得ることができたのである。このこ
とから、組織間品質原価計算がバイヤーにとって普遍的に活用可能なアプローチであること
がわかる。
3.3.　類型毎の相互関係
　先述した通り、関（2014）では、組織間品質原価計算の個別の類型における相互の関連
性について検討余地が残っている（p.225）ことが指摘されている。本研究の第 2 節で示し
たような、組織間品質原価計算の 5 つの類型であるが、完全に独立しているというわけでな
い。類型毎の実施や導入の順番によって、単独で個別の類型を活用する時とは異なった効果
が生じる可能性がある。加えて、異なる類型を組み合わせて活用することによって相乗効果
が生じる可能性もある。更に、類型によっては同時に活用できない排他的な関係が存在して
いることも想定される。そのため、組織間品質原価計算について全体像を把握するためには、
各々の類型だけでなく、その相互関係について認識する必要がある。
　類型毎の導入順について検討すると、導入要求型が他の全ての組織間品質原価計算との相
互関係があるために、一番基本的なアプローチとなることが指摘できる。その理由として、
サプライヤーが品質原価計算を導入している場合としていない場合では、導入要求型以外の
組織間品質原価計算の類型の活用において差異が生じることが指摘できる。
　改善要求型の場合、サプライヤーにおいて品質原価計算が導入されていれば、改善要求型
を実施するまでも無く、品質原価の多額さに気付いたサプライヤーが自主的に品質改善を行
うかもしれない。そうで無くとも、サプライヤーにおいて品質原価計算が導入され、品質原
価情報の意味について理解が深まっていれば、バイヤーの品質原価情報に基づいたサプライ
ヤーに対する品質改善の要求を適切に解決できる可能性が高くなることが想定される。
　協働改善型の場合、サプライヤーにおいて品質原価計算が導入されていれば、バイヤーと
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サプライヤーの両方の品質原価情報を活用して、サプライヤーが品質原価計算を導入してい
ない時と比べて効果的に品質改善の協力を行うことが可能になると期待される。
　購買選択型の場合、サプライヤーにおいて品質原価計算が導入されているかがサプライ
ヤー選択の基準の一つとなる。サプライヤー由来の品質原価がバイヤーにとって問題となっ
た際に、品質問題の生じているサプライヤーに対して導入要求型を適用し、サプライヤーが
品質原価計算の導入を受け入れたなら、将来的にはサプライヤー由来の品質原価が削減され
ることが期待される。よって、購買選択型を実施してサプライヤー切り替えを検討する必要
性がなくなる可能性が想定できる。
　改善補助型の場合、協働改善型の場合と同様に、サプライヤーにおいて品質原価計算が導
入されている際には、バイヤーがサプライヤーの支援を行う際にサプライヤーにおける品質
原価情報を活用可能である。
　このように、導入要求型以外の 4 種類の類型である、改善要求型、協働改善型、購買選択
型、購買選択型は、サプライヤーが品質原価計算を導入している場合と導入していない場合
で、大きく状況が異なることになる。そのため、バイヤーが組織間で品質原価計算を活用す
る場合、既にサプライヤーが品質原価計算を導入しているのでなければ、まずは導入要求型
を実施するべきである。そして、サプライヤーが品質原価計算の導入を受け入れるかどうか
によって、サプライヤーへの対応を調整していくべきである。
　次に、類型毎の排他的関係について検討すると、購買選択型、協働改善型および改善補助
型に排他的な関係が存在していることがわかる。購買選択型は、バイヤーによるサプライ
ヤー選択の手段である。その一方で、協働改善型や改善補助型は、バイヤーによるサプライ
ヤーとの協力や、サプイヤーへの支援の手段である。バイヤーが協力や支援をすると決めた
サプライヤーが、同時にサプライヤー選択の際に取引停止などの候補になることは考えにく
いため、購買選択型は、協働改善型、改善補助型とは排他的な関係になる。また、協働改善
型と改善補助型に関しては、バイヤーとサプライヤーが双方向に品質改善のための取り組み
を行うのが協働改善型であるのに対して、バイヤーが一方的にサプライヤーの品質改善のた
めの取り組みを行うのが改善補助型であり、これもまた排他的な関係となる。このように、
組織間品質原価計算の各々の類型は、それぞれ適用可能な条件などが異なるため、排他的な
関係性が存在している。
　そして、類型毎の相乗効果について検討すると、改善要求型と協働改善型および改善要求
型と改善補助型に相互作用があることがわかる。バイヤーがサプライヤーに対して改善要求
型の実施により改善を望んでいる品質問題に関して、協働改善型による協働や、改善補助型
による支援を行うことによって、サプライヤーが独自に品質改善を行うよりも効果的な対策
を行うことが可能になる。そのため、改善要求型実施の際には、協働改善型もしくは改善補
助型を同時に実施することで、相乗効果を生み出すことができる。このように、組織間品質
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原価計算の各々の類型の中でも、排他的でなく同時に活用できる類型同士は、組み合わせて
活用することで相乗効果を生み出す場合がある。
　上記のように考察を行った結果をまとめると、組織間品質原価計算の類型毎の相互関係に
関して、3 点が判明した。1 点目は、導入要求型は他の全ての類型に影響を与えるので、バ
イヤー・サプライヤー間で品質原価計算の活用を検討する時に、最初に実施を考えるべきア
プローチであることである。この内容が判明したことによる管理会計実務への貢献は、企業
が組織間品質原価計算を導入する際に、それぞれの類型を有効な順番で活用できるように
なったという点である。
　2 点目は、購買選択型、協働改善型、改善補助型が排他的な関係にあることである。そし
て 3 点目は、改善要求型と協働改善型、および改善要求型と改善補助型の相乗効果である。
この両方の事実が判明したことによる管理会計実務への貢献は、企業が組織間において品質
原価計算を導入する際に、それぞれの類型を有効な組み合わせで活用できるようになったと
いう点である。
　このように、組織間品質原価計算の 5 種類の類型は、個別に独立したものではなく、確か
に相互に関係していることが判明した。以上の結論が判明したことによる管理会計実務への
貢献は、組織間品質原価計算の類型について、適切な用い方の組み合わせを示したことにあ
る。組織間品質原価計算の類型が相互に関連している以上、バイヤーはサプライヤーに対し
て組織間品質原価計算を用いる際に、その類型を適切に組み合わせる必要がある。その際に、
排他的関係や相乗効果などについて把握することは、適切な組み合わせを導く上での重要な
情報となる。
3.4.　組織間品質原価計算活用の全体像
　このように、組織間品質原価計算の論点として、組織間のパワー関係と類型毎の相互作用
について考察してきた。関（2014）では、組織間品質原価計算の各種類型について、主に
個別の類型を独立して検討されていた。そこに、本研究で行ったようなパワー関係と類型毎
の相互作用について検討を加えることによって、組織間品質原価計算をバイヤーがサプライ
ヤーに対してどのように活用することが可能なのか、単に個別の類型に関してではなく、組
織間品質原価計算全体について示すことが可能となる。その全体像を図表で示すと次頁の図
表 3 の通りである。
　図表 3 であるが、バイヤー・サプライヤー関係において、バイヤーのパワーの強弱と、サ
プライヤーとの信頼関係の有無で 4 通りに場合分けした上で、組織間品質原価計算の全体的
な活用プロセスを示したものである。
　バイヤーのパワーが強く、サプライヤーとの信頼関係がある場合から説明を行う。この場
合、バイヤーはまず、サプライヤーに対して品質原価計算の導入を要求する。バイヤーのパ
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ワーが強く、かつ信頼関係が存在している状況では、サプライヤーが品質原価計算導入のメ
リットを理解し、品質原価計算を導入する余力があれば、問題なく改善要求型は成功するこ
とだろう。その場合、バイヤーとサプライヤーの両方が品質原価計算を導入している状態に
なるので、協働改善型による協力が実施可能になる。また、協働改善型と改善要求型を組み
合わせてサプライチェーンの品質問題に効果的に対策可能になる。
　バイヤーのパワーが強く、サプライヤーとの信頼関係がない場合、バイヤーはまず品質原
価計算を導入している企業としか取引しないという可能性を探る。それが可能であれば、実
質的に導入要求型は実施され、バイヤーは品質原価計算によって品質が保たれた企業から部
品を購入することが可能になる。不可能な場合は、購買選択型を実施し、バイヤー自らがサ
プライヤーで生じている品質原価を見積もり、サプライヤー選択を行うことが可能である。
　バイヤーのパワーが弱く、サプライヤーとの信頼関係がある場合、バイヤーはまず、サプ
ライヤーに対して品質原価計算導入のメリットを示すことで、サプライヤーが品質原価計算
を導入する後押しをすることが可能である。それが成功すれば、協働改善型を実施して、サ
プライヤーと協力してお互いの品質原価情報に基づいて品質問題の対策ができる。そこでは
改善要求型を組み合わせることが可能である。失敗した場合でも、バイヤー自社の品質問題
に対して、改善要求型によって何らかの形でサプライヤーが対策をして貰えるように働きか
けることは可能である。
　バイヤーのパワーが弱く、サプライヤーとの信頼関係がない場合、実質的にバイヤーがサ
プライヤーに対して働きかけることは難しい。全ての類型の前提となる導入要求型は、確か
ᙉ
ᙅ
↓ ᭷
ࣂ࢖࣮ࣖࡢࣃ࣮࣡
ಙ㢗㛵ಀ
ࡲࡎᑟධせồᆺࢆᐇ᪋
࣭ᡂຌࡢሙྜ
ࠉ㏣ຍࡢᑐ⟇ࡣ୙せ
࣭ኻᩋࡢሙྜ
ࠉ㉎㈙㑅ᢥᆺ
ᑐ⟇ࡣ㞴ࡋ࠸
ࡲࡎᑟධせồᆺࢆᐇ᪋
࣭ᡂຌࡢሙྜ
ࠉᨵၿせồᆺ㸩༠ാᨵၿᆺ
࣭ኻᩋࡢሙྜ
ࠉᨵၿせồᆺ㸩ᨵၿ⿵ຓᆺ
ࡲࡎᑟධせồᆺࢆᐇ᪋
࣭ᡂຌࡢሙྜ
ࠉᨵၿせồᆺ㸩༠ാᨵၿᆺ
࣭ኻᩋࡢሙྜ
ࠉᨵၿせồᆺ
図表 3：組織間品質原価計算活用の全体像
出展：筆者作成
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にバイヤーのパワーの強弱とは無関係に活用できる。ただし、それは信頼ベースのコント
ロールを通じた導入要求型に限定される。そもそもバイヤーのパワーが弱い場合には、市場
ベースのコントロールは活用不能であり、市場関係に基づく導入要求型の実施は不可能に
なってしまう。ただしこの場合でも、バイヤーはあくまでも 1 社のサプライヤーとしか取引
していないということではないため、他のバイヤーよりパワーの弱い、もしくは信頼関係が
成立しているサプライヤーに対して、組織間品質原価計算を活用することで品質問題に対応
することができる。
　このように、組織間のパワー関係と、組織間品質原価計算の類型毎の相互関係を踏まえる
ことによって、組織間品質原価計算の全体像を把握することができるのである。こうして示
された全体像を活用することによって、バイヤーはサプライヤーに対して、どのように組織
間品質原価計算を用いるか検討する際の指針にすることができる。逆に、サプライヤーに
とっても、バイヤーがどのように組織間品質原価計算を用いるか予測することにとって、適
切に対応を行うことが可能となる。
3.5.　個別類型の論点とパワー関係
　先述したように、関（2014）では組織間品質原価計算の、個別の類型に関する課題にも
言及されている。その中でも、組織間のパワー関係と合わせて考察することによって、解決
可能となる課題が存在する。
　導入要求型について、関（2014）ではコントロール構造によって、バイヤーがサプライヤー
に品質原価計算を導入する方法は異なり、それを明らかにすることが課題である（p.223）
というように言及されている。この点に関しては、コントロール構造というよりもむしろ、
むしろパワー関係が影響することが、本研究でパワー関係を検討したことによって、見えて
きた。第3節で先述したように、同じ導入要求型でも、バイヤーのパワーが強い時は強硬な、
弱い時は穏便なアプローチになる。
　また、改善要求型について、関（2014）ではバイヤーがサプライヤーに要求を受け入れ
される方法が検討課題である（pp.223-224）とされている。これに関しても、バイヤーのパ
ワーの強弱が、要求を受け入れさせる方法の強硬さに影響を与えていることが想定される。
　このように、関（2014）において指摘された、組織間品質原価計算の個別類型について
の課題は、実はパワー関係を検討することで、その実態の解明につながるのである。とはい
え、個別の類型に関する全ての課題を、パワー関係に基づく説明で解決できるわけではない。
その点については、次項で改めて説明する。
3.6.　残された課題
　こうして、組織間品質原価計算についてパワー関係と相互関係を考察することで、その活
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用の全体像を示すことに成功した。そして、組織間品質原価計算が実務における活用可能性
が高いことを示した。更に、本研究で行ったパワー関係についての検討は、幾つかの組織間
品質原価計算の類型に関する、個別の論点の解決につながることも示した。組織間品質原価
計算について、既存の知見に基づいた考察は、本研究によって一通り完成したと言える。
　その時、組織間品質原価計算を議論していく上で残された課題は、実務における知見が不
足していることである。関（2014）においても、組織間での品質原価計算の実務について
の知見が不足していることが指摘（p.225）されている。本研究では先行研究に関して詳細
に示すことはできなかったが、組織間品質原価計算について単に議論しているだけでなく、
組織間品質原価計算が実際に行われていることを示している先行研究は、非常に少ないのが
実情である。具体的には、導入要求型について、伊藤（2005）でその事例や、ISO/TS16949（1）
を通じた間接的な導入要求型の可能性が指摘（pp.4-6, p.105）され、購買選択型について、
Carr and Ittner（1992）で事例が述べられている（pp.42-51）だけである。つまり、改善要
求型、協働改善型および改善補助型に関しては実際に企業が実施しているのか、あるいはど
のように実施しているのかについては、不明なままであるのが現状である。具体的な類型毎
の視点で見たとしても、関（2014）において示されている個別類型の課題は、本設の第 5
項でパワー関係と関連して方向性を示すことができた課題以外は、実務の現場での品質原価
計算の活用を調査しないと明らかにならないものである。たとえば、関（2014）では、協
働改善型について、同じようにバイヤー・サプライヤー間の結びつきを背景に持ち、製品の
品質とも結びつく原価企画と、どのような実施上の差異があるのか（pp.224）が課題として
指摘されている。こういった課題に答えるためには、現時点での理論レベルの検討では不十
分であり、実際に改善要求型の実施の状況を把握することでしか、課題に答えることはでき
ない。
　よって、特に改善要求型・協働改善型・改善補助型について、ケーススタディを実施し、
実務において実際に行われているのか、どのように行われているのかを示す必要がある。
　更に言えば、組織間品質原価計算の、組織間管理会計の論点や組織間のパワー関係との関
連や、バイヤーの組織間品質原価計算活用の全体像については、本研究で示した。しかし、
このようなや関連や全体像はあくまでも先行文献やそれに基づく考察によるものであり、実
務における組織間品質原価計算が本当にこのモデルや全体像に沿ったものであるかどうかは
不明なままである。本研究で示した内容がそのまま実務にもそのまま当てはまるのか、ある
───────────
（1） 菱沼（2010）によると、ISO/TS16949 は、欧米各国の自動車業界において、自動車メーカーのサプラ
イヤーに対する要求事項を合理化するために、ドイツの VDA6.1 や米国の QS-9000 など国別に存在し
ていた規格を国際的に統一するために発行された自動車業界の品質保証に関する国際規格であり、
ISO/TS16949 においては、品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況について報告するために、
品質不良原価の定期報告と評価が求められている（pp.18-19, p.93）。
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いは何らかの修正が必要なのか。そのような検証を行うためにも、組織間品質原価計算に関
してのケーススタディを実施して、実態調査を行う必要がある。
4.　おわりに
　最後に、今までの議論を踏まえて組織間品質原価計算の論点について、分析の結果判明し
たことをまとめる。
　はじめに、バイヤー・サプライヤー間の信頼関係、コントロール構造、パワー関係などに
よって、バイヤーが実施可能な品質原価計算の類型が異なるのは確かであるが、バイヤーの
パワーの強弱に関わらず、何らかの形で組織間品質原価計算を活用可能であるということが
指摘できる。この点から、バイヤー・サプライヤー間において、製造業のバイヤーは普遍的
に組織間品質原価計算を実施可能であると判断できる。
　更に、組織間品質原価計算の類型は多様であり、それらが相互に関連していることが指摘
できる。つまり、バイヤーはその状況や目的に合わせて、サプライヤーに対して活用する適
切な品質原価計算のアプローチを選択することが可能であり、同時に適切に品質原価計算の
アプローチを組み合わせることによって、相乗効果を生み出すことができるということにな
る。このことから、組織間における品質原価計算はバイヤーによって有効なアプローチであ
ると判断できる。
　一方で、組織間品質原価計算について検討する上での課題も存在している。それは、実務
における知見が不足しているということである。特に、組織間品質原価計算の 5 種類の類型
の内、実務でバイヤーが活用していることが確認されている手法は、導入要求型と購買選択
型だけである。結果として、バイヤー・サプライヤー間において品質原価計算が実務でどの
程度活用できるかに関して、厳密な判断が難しくなっている。そのため、今後は品質原価計
算を活用している企業に対してケーススタディを行うことによって、特に改善要求型、協働
改善型および改善補助型に関する実務からの知見を収集し、検討してくことが求められる。
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